
令和４年度

決算状況を報告します
　令和４年度の一般会計・特別会計・公営企業会計の決算が市議会12月定例会で認定されました。
　決算統計で算定した普通会計※は歳入が281億2,385万円（前年度比7.2％減）、歳出が266億7,339万円（前年
度比7.6％減）で、差し引き14億5,046万円（黒字）。これから次年度繰越額を差し引いた実質収支は13億9,521
万円（黒字）でした。
※普通会計…各地方公共団体共通の基準による地方財政統計（決算統計）上の会計

歳入
281億
2,385万円

地方消費税
9億7,509万円
（3.5％）

地方譲与税
2億191万円
（0.7％）

その他依存財源
1億2,343万円
（0.4％）

使用料・手数料
4億9,335万円（1.7％）

分担金・負担金
1億2,010万円（0.4％）

その他自主財源
12億3,219万円（4.4％）

市税
41億

5,059万円
（14.8％）

地方交付税
84億
529万円
（29.9％）

市債
27億

6,950万円
（9.9％）

国庫支出金
44億

6,803万円
（15.9％）

県支出金
20億

4,958万円
（7.3％）

繰入金
13億

9,936万円
（5％）

市民税
固定資産税
軽自動車税
市たばこ税
入湯税
都市計画税

14億9,391万円
20億8,968万円
1億7,864万円
2億8,218万円
5,294万円
5,324万円

41億5,059万円

自主財源
32.4％

依存財源

67.6％

寄附金
17億3,543万円（6.1％）

歳出
266億
7,339万円

扶助費
52億
978万円
（19.5％）

人件費
37億

1,249万円
（13.9％）

公債費
27億

9,615万円
（10.5％）

普通
建設事業費
39億

6,832万円
（14.9％）

災害復旧費
9,594万円（0.4％）

積立金
9億1,435万円
（3.4％）

維持補修費
1億433万円
（0.4％）

その他
1億3,843万円
（0.5％）

繰出金
25億

8,502万円
（9.7％）

補助費等
35億

5,989万円
（13.3％）

物件費
35億

8,869万円
（13.5％）

歳入の状況
主な減少要因
　臨時特別給付金や大型の建設事業
の終了に伴い、国庫支出金が14億
8,805万円、地方債が11億3,146万
円減少しました。
主な増加要因
　基金繰入金が５億2,466万円、市
税が1億2,450万円増加しました。
※いずれも前年度比

普通会計の決算（決算統計により算定）

歳出の状況
主な減少要因
　開聞庁舎建替事業の終了などによ
り普通建設事業費が17億787万円、
特別給付金事業などの終了により扶
助費が８億777万円減少しました。
主な増加要因
　新型コロナウイルス感染症対策事
業などの補助費などが５億3,771万円、
下水道事業への投資および出資金が
8,043万円増加しました。
※いずれも前年度比
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各会計決算の比較
　市の会計は一般会計の他、４つの特別会計と公営企業（水道事業・公共下水道事業・温泉供給事業）会計があります。保
険料や使用料など特定の収入とその使い道が決まっているものは、収支を明確にするために一般会計と区別しています。

本市の財政状況と今後の見通し
　財政状況を客観的に表し、財政の早期健全化や再生の
必要性を判断するための指標である健全化判断比率は、
いずれの指標も早期健全化基準を下回る数値で推移して
います。しかし、普通交付税の減額などの影響により、
経常収支比率が前年と比較し7.8ポイント増の92.9％と
なりました。依然として、本市の財政基盤は脆

ぜい
弱
じゃく
である

状況が続いています。
　今後の見通しとして、歳入面では市税などの自主財源

の大きな伸びは期待できないことが予想されます。歳出
面では、少子高齢化による社会保障関係費やこれまでの
公共施設の新規整備による財政負担、老朽化した施設の
除却や維持補修に加え、物価高騰による物件費の増加が
見込まれ、予断を許さない状況が続きます。
　令和５年９月に策定した経営改善計画に掲げる、歳入
に見合った歳出構造の原則に立ち、将来負担率ゼロのま
ちを目指してまいります。　
　　　　　　　　　　　問財政課財政係☎㉒2111内141

主な実施事業と決算額
住環境の整備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　鰻池水質改善対策事業	 769万円
　コミュニティバス・乗合タクシー運行事業	 1,642万円
住みやすい町なみ整備　　　　　　　　　　　　　　　
　指宿港海岸整備事業	 5,379万円　
　十町土地区画整理事業	 7,265万円
　道路新設改良事業	 2億7,935万円
市民の安全・安心　　　　　　　　　　　　　　　　　
　小型動力ポンプ軽積載車購入事業	 3,297万円
   通学路交通安全対策事業	 1億1,753万円　
健康・福祉・子育て推進　　　　　　　　　　　　　　
　指宿医療センター麻酔科医確保事業	 740万円
　子育て世帯生活支援特別給付金給付事業	 6,106万円
教育・文化・スポーツ環境の充実
　子どものサポート体制整備事業	 1,356万円
　指宿市民会館整備事業	 11億1,837万円
　山川文化ホール空調機整備事業	 3,352万円
地域活性化と産業振興　　　　　　　　　　　　　　　
　定住促進対策事業	 621万円
　IPM栽培普及事業	 430万円

主な財政指数

・財政力指数…地方公共団体の財政力を示す指数。数値が高いほど
自主財源の割合が高く、財政力が強いとされる。

・経常収支比率…財政構造の弾力性を示すもので、低いほど財政運
営に弾力性があり、高いほど硬直化が進んでいるとされる。

・実質公債費比率…一般会計の公債費に特別会計と一部事務組合の
公債費に充当された繰出金などを加えた実質的な公債費の割合。

・将来負担比率…地方債残高や債務負担行為に基づく支出予定額な
ど、将来負担すべき実質的な負債の割合。

・財政調整基金…災害で生じる予期せぬ支出や大幅な収入減による
財源不足に充てるための貯金。

・地方債…地方公共団体が必要な財源を確保するために国や民間の
金融機関から借り入れる長期借入金。

区　　分 歳入（A） 歳出（B） 差引（A-B） 歳出の前年度比
一　　般　　会　　計 281億4,501万円 266億9,455万円 14億5,046万円 -7.6%

特　
別　
会　
計

国 民 健 康 保 険 67億5,989万円 66億6,427万円 9,562万円 -0.1%
後 期 高 齢 者 医 療 7億8,081万円 7億7,817万円 264万円 6.7%
介 護 保 険 60億8,733万円 56億7,572万円 4億1,161万円 -0.1%
唐船峡そうめん流し事業 2億   162万円 1億8,849万円 1,313万円 13.2%

小　　　　　計 138億2,965万円 133億   665万円 5億2,300万円 0.4%
水道事業会計（収益的収支） 7億2,476万円 6億6,129万円 6,347万円 6.1%

公共下水道事業会計（収益的収支） 7億9,836万円 7億6,901万円 2,935万円 4.9%
温泉供給事業会計（収益的収支） 3,390万円 2,764万円 626万円 -23.7%

合　　　　計 435億3,168万円 414億5,914万円 20億7,254万円 -4.8%

区　　分 令和4年度(Ａ） 令和3年度（Ｂ） 増減（Ａ－Ｂ）
財 政 力 指 数 0.36 0.36 0 
経 常 収 支 比 率 92.9% 85.1% 7.8%
実 質 公 債 費 比 率 9.2% 9.3% -0.1%
将 来 負 担 比 率 32.3% 46.5% -14.2%
財政調整基金積立金 28億8,273万円 28億7,883万円 390万円
地 方 債 残 高 315億3,874万円 314億8,674万円 5,200万円
※実質赤字比率と連結実質赤字比率は、黒字のため計上していません。
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